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第１章 人口動向分析 

  
○はじめに 

枝幸町では、平成 27 年 12 月に国の長期ビジョンを勘案して人口の現状と将来の展

望を提示する「枝幸町人口ビジョン」を策定した。 

 国では、長期ビジョン策定から約５年が経過し、昨年 12 月に「令和元年改訂版」と

して、地方創生第２期における改訂を行ったことから、当町においても各種統計数値等

を時点修正し、引き続き人口の現状分析と将来展望を行うため、改訂版を策定する。 

 

１．人口推移 
 

（１）総人口と世帯数の推移 

・ 枝幸町の総人口は、1960 年（昭和 35 年）の 18,541 人をピークに減少を続け

ており、2015 年（平成 27 年）には 8,437 人となり、ピーク時から約 10,000

人以上、減少している。 

・ 世帯数は、1980 年（昭和 55 年）の 4,348 世帯がピークとなり、その後は約 4,000

世帯前後で推移していたが、2000 年（平成 12 年）以降は減少傾向が続いており

2015 年（平成 27 年）には 3,772 世帯となっている。（図表 1） 

・ 1 世帯あたりの家族人数は、1940 年（昭和 15 年）には 5.98 人であったが、2015

年（平成 27 年）には 2.24 人となり、核家族化が進んでいる。（図表 2） 

 
図表 1 総人口と世帯数の推移 
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図表 2 1 世帯あたりの人数の推移 

 
※資料：国勢調査 

 

（２）年齢３区分別人口の推移 

・ 総人口がピークとなる 1960 年（昭和 35 年）以降、生産年齢人口（15 歳～64

歳）及び年少人口（0 歳～14 歳）は減少傾向にあり、老年人口（65 歳以上）は増

加傾向にある。 

・ 1960 年（昭和 35 年）と 2015 年（平成 27 年）を比べると、生産年齢人口は

57.1％減少し、年少人口は 85.3％減少している一方で、老年人口は約 3.5 倍にま

で増加している。（図表 1） 

・ 年齢 3 区分別の全体に対する割合をみると、1955 年（昭和 30 年）は年少人口が

38.8％、生産年齢人口が 57.3％、老年人口が 3.9％であったが、1995 年（平成

7 年）には、年少人口と老年人口の割合が逆転し、2015 年（平成 27 年）には年

少人口が 11.7％、生産年齢人口が 56.1％、老年人口が 32.2％となり、急速に少

子高齢化が進んでいる。（図表 2） 

 

図表 1 年齢 3区分別人口の推移 
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図表 2 年齢 3区分別の全体に対する割合の推移 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

※資料：国勢調査 

 
（３）年齢構成 

・ 2015 年（平成 27 年）の人口ピラミッドを見ると、団塊世代（第１次ベビーブー

ム）を含む 60 代が多く、20 代以下が少なくなっている。（図表 1） 

・ また、特に出生数に大きく影響する 20～30 代の女性の人口推移をみると、2007

年（平成 19 年）は 972 人であったが、2015 年（平成 27 年）には 776 人と

なり、約 200 人減少している。（図表 2） 

・ 今後、団塊世代の高齢化が進む一方で、将来の子どもの出生数に大きく影響する 20

～30代の女性の人口が減少傾向にあるため、急激な人口の自然減少が予測される。 

 
図表 1 人口ピラミッド（2015 年・平成 27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※資料：国勢調査 
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※資料：2007 年（平成 19 年）～2014 年（平成 26 年）までは、年齢 5 歳階級別人口（市町村別、男女別 

人口）（北海道地域行政局市町村課調べ）、2015 年（平成 27 年）は国勢調査。 
 
 

２．自然動態 ～出生・死亡～ 
 

（１）出生数と死亡数の推移 

・ 出生数は、減少傾向にあり、1975 年（昭和 50 年）は 255 人であったが、2019

年（令和元年）には 47 人となり、81.6％と大きく減少している。 

・ 死亡数は、わずかに増加傾向にあるものの、おおよそ 120 人程度となっている。 

・ 1995 年（平成 7 年）に死亡数が出生数を上回る自然減となり、その後 1997 年

（平成 9 年）以降、現在まで自然減の状態が続いている。 

 
図表 出生数と死亡数の推移 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 

 
※資料：1989 年（平成元年）～2012 年（平成 24 年）は統計局の都道府県・市区町村のすがた（社 

会・人口統計体系）、2013 年（平成 25 年）以降は住民基本台帳 
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（２）合計特殊出生率の推移 

・ 合計特殊出生率※は、国、北海道及び札幌市と比較すると高い水準で推移しているが、

1983 年（昭和 58 年）～1987 年（昭和 62 年）には 2.01 で、2008 年（平成

20 年）～2012 年（平成 24 年）には 1.51 にまで低下し、人口維持水準とされ

る 2.07 を下回っている。（図表 1） 

・ 近隣の市町村や人口規模と年齢 3 区分別の割合が枝幸町と同程度の市町村を見ても、

そのほとんどが減少傾向で推移しており、人口維持水準を下回っている。（図表 2,3） 
※一人の女性が一生に産む子供の平均数 

 

図表 1 合計特殊出生率（枝幸町、国、北海道、札幌市） 

 

 

図表 2 合計特殊出生率（近隣の市町村）   図表 3 合計特殊出生率（同規模の市町村） 
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（３）15～49 歳の未婚率の推移 

・ 2015 年（平成 27 年）の 15～49 歳の未婚率をみると、男性で 47.5％、女性で

33.2％となっており、2000 年（平成 12 年）と比べ、男性で約 8 ポイント、女

性で約 5 ポイント上昇している。 

・ 年齢階級別区分の未婚率をみると、2000 年（平成 12 年）以降、男性では 20～

39 歳、女性では 20～34 歳の上昇の度合いが他の年代に比べ高くなっている。（図

表 1,2） 

 

図表 1 未婚率の推移（男）

 
 

図表 2 未婚率の推移（女） 

 
※資料：国勢調査 
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【参考】枝幸町における夫婦共働きの状況 

・ 夫婦共働きの割合（夫婦のいる世帯数に対する夫婦共働きの世帯数の割合）をみる

と、枝幸町では 2005 年（平成 17 年）は 49.6%だったが、2015 年（平成 27

年）には 57.5%と、夫婦のいる世帯数の半数以上となった。 

図表 夫婦共働きの割合

 
資料：国勢調査 
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３．社会動態 ～転入・転出～ 
 

（１）転入者数と転出者数の推移 

・ 転入者数は、減少傾向にあり、1989 年（平成元年）は 535 人であったが、2006

年（平成 18 年）には 300 人を下回った。 

・ 転出者数も減少傾向にあり、1989 年（平成元年）は 703 人であったが、2007

年（平成 19 年）以降はおおよそ 400 人以下で推移している。 

・ 転入者数、転出者数とも減少傾向にあるため、減少幅は縮小しているものの、転出

者数が転入者数を上回る社会減が続いている。 

・ 減少幅については、1987 年（昭和 62 年）に社会減のピークとなる 334 人を記

録したが、その後の 2019 年（令和元年）には 39 人に留まっている。 

 
図表 転入者数と転出者数の推移 

 

 
 

資料：住民基本台帳 
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【参考】通勤・通学状況 

 

・ 普段の通勤・通学の状況についてみると、150 人以上が町外に通っている状況にあ

る。 

・ 人口減少に歯止めをかける手段として、通勤・通学のために他市町村に通っている

人がそのままその市町村に転出しないようにする対策も重要である。 

 
 

図表 通勤・通学の状況 

 

※資料：国勢調査（2010 年（平成 22 年）、2015 年（平成 27 年）の当地に常住する就業者・通学者数 

には、従業通学地不詳を含まない。） 

  

2000年（平成12年）

浜頓別町 雄武町 中頓別町 その他

5,928人 160人 61人 45人 13人 41人

97.4% 2.6% 1.0% 0.7% 0.2% 0.7%

2005年（平成17年）

浜頓別町 雄武町 中頓別町 その他

5,181人 169人 75人 28人 17人 49人

96.7% 3.3% 1.5% 0.5% 0.3% 1.0%

2010年（平成22年）

浜頓別町 雄武町 中頓別町 その他

4,968人 151人 71人 32人 16人 32人

97.0% 3.0% 1.4% 0.6% 0.3% 0.7%

2015年（平成27年）

浜頓別町 雄武町 中頓別町 その他

4,626人 163人 68人 14人 12人 69人

96.6% 3.4% 1.4% 0.3% 0.2% 1.5%
8,437人 4,789人

人口
当地に常住
する就業者・

通学者数
町内

10,509人 6,088人

人口
当地に常住
する就業者・

通学者数
町内 町外

人口
当地に常住
する就業者・

通学者数
町内 町外

町内 町外

町外

9,125人 5,119人

9,815人 5,358人

人口
当地に常住
する就業者・

通学者数
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４．自然動態・社会動態の状況 
 

（１）人口増減 ～自然増減・社会増減～ 

・ 自然増減と社会増減を併せてみると、1994 年（平成 6 年）までは、自然増（出生

数＞死亡数）の増加要因もあったが、1995 年（平成 7 年）に初めて自然減・社会

減となり、1988 年（昭和 63 年）以降は年間で約 200 人（自然減＋社会減）以

下での減少が続いている。 

図表 人口増減の状況 

資料：住民基本台帳 

【参考】枝幸町における外国人住民の状況 

・ 人口減少が続く中、主に水産加工業への技能実習として外国人を積極的に受け入れ、

この５年間で２倍程度になり、年々増加傾向にある。 

図表 外国人人口の推移 

 
資料：住民基本台帳 
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（２）総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

・ 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響をみるため、自然増減数を縦

軸、社会増減数を横軸にとり、各年をプロットした。 

・ 図の網掛け部分は、自然増減と社会増減の合計値がマイナスとなるエリアである。 

・ 1975 年（昭和 50 年）から 1994 年（平成 6 年）までは、プラスとなる自然増

であったが、社会減がそれを上回り人口減少となっており、1995 年（平成 7 年）

以降は、社会減に合わせて、死亡数が出生数を上回る自然減も加わり、急激な人口

減少傾向となっている。 

 

図表 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 
※資料 住民基本台帳
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1984年（昭和59）
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第２章 将来人口推計と分析 

 

１．将来人口推計 
 

（１）総人口の推計 

・ 国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という）に準拠した将来人口推計

を行った。 

・ 20 年後の 2040 年（令和 22 年）の人口をみると、社人研の推計では 4,950 人と

なり 2015 年（平成 27 年）と比べ 41.3％の減少と 25 年間で 3,000 人以上の人

口が減少する見込みとなる。 

 

図表 将来人口推計（社人研推計準拠） 

 

※社人研公表データに基づき再計算しており、端数処理等の関係で公表値と若干数値が異なる。 
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（２）年齢３区分別人口の推計 

・ 社人研準拠の推計を用いて年齢 3 区分別の 2060 年（令和 42 年）の人口をみると、

年少人口は 209 人となり 2015 年（平成 27 年）から 78.9％減少、生産年齢人口

は 1,421 人となり 70.0％減少、老年人口は 1,299 人となり 52.2％減少すると見

込まれる。（図表 1） 

・ また、年齢 3 区分別の割合をみると、生産年齢人口割合と老年人口割合の差が少な

くなると見込まれる。（図表 2） 

 
図表 1 年齢 3区分別人口（社人研） 

 

図表 2 年齢 3区分別の割合（社人研） 
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（３）２０～３９歳女性人口の推計  

・ 出生数に大きく影響すると考えられる 20～39 歳の女性人口（2015 年（平成 27

年）776 人）をみると、2040 年（令和 22 年）には、社人研推計で 320 人と 2015

年（平成 27 年）と比べて 5～6 割減少すると見込まれる。 

 

図表 20～39 歳女性人口の推計 
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２．人口減少段階の分析 
・ 社人研準拠の人口推計を用いて、年齢 3 区分別の推移を指数化すると、2025 年（令

和 7 年）から人口減少が「第 3 段階」に入ると推測される。（図表 1） 

・ 特に年少人口と生産年齢人口の減少が激しく、2040 年（令和 22 年）には 2015

年（平成 27 年）の約半数になると見込まれる。一方、老年人口は約 7 割程度に留

まり減少幅は小さいと見込まれる。（図表 2） 

 

人口減少は、以下の 3 段階を経て進行するとされている 
「第 1 段階：老年人口の増加＋生産年齢人口および年少人口の減少(総人口の減少)」 
「第 2 段階：老年人口の維持・微減＋生産年齢人口および年少人口の減少」 
「第 3 段階：老年人口の減少＋生産年齢人口および年少人口の減少」 

 

図表 1 年齢 3区分別の人口減少状況 

 

図表 2 2010 年（平成 22年）を基準とした年齢 3区分別の人口減少段階推計 

区分
2015年

（平成27年）

2040年
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老年人口 2,717 2,024 74.5

生産年齢人口 4,730 2,510 53.1

年少人口 990 416 42.0

総人口 8,437 4,950 58.7
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３．将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度分析 
 
（１）シミュレーションの実施 

・ 将来人口に及ぼす自然増減と社会増減の影響度を分析するため、社人研に準拠した

人口推計をベースとし、次に示す 2 つのシミュレーションを行った。 

 

シミュレーション１：社人研推計の合計特殊出生率が人口を長期的に一定に保てる

水準の 2.1 まで上昇したとした場合のシミュレーション 
シミュレーション２：シミュレーション１の転入者数・転出者数が同数となり移動

がゼロとなった場合のシミュレーション 

 

図表 シミュレーションの考え方 

 
 

【参考】社人研推計の合計特殊出生率は、下記の通り。 

 
 

 

 
 
  

社人研推計

シミュレーション１

シミュレーション２

出生率を2.1まで上昇

させた場合の増加分

転入者数・転出者数

が同数となり移動が

ゼロとなった場合の

増加分

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年
(令和2) (令和7) (令和12) (令和17) (令和22)

1.37276 1.35280 1.37126 1.37420 1.38097

2045年 2050年 2055年 2060年
(令和27) (令和32) (令和37) (令和42)

1.38123 1.38123 1.38123 1.38123



 

17 

・ シミュレーションの結果、2040 年（令和 22 年）の社人研の推計は 4,950 人であ

るのに対し、シミュレーション１では 5,275 人、シミュレーション２では 6,915

人となり、社人研の推計に比べ 300～2,000 人程度多くなる。 

 

図表 シミュレーション結果 
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（２）影響度の評価基準 

① 自然増減の影響度 

・ 自然増減の影響度については、社人研推計とシミュレーション１（社人研推計の出

生率を 2.1 まで上昇させた）を比較し、人口がどの程度増加するかを 5 段階で評価

する。 

自然増減の影響度 5 段階評価 
 
 

100％未満  ＝「１」 
100～105％ ＝「２」 
105～110％ ＝「３」 
110～115％ ＝「４」 
115%以上   ＝「５」 

 
② 社会増減の影響度 

・ 社会増減の影響度については、シミュレーション１とシミュレーション２（シミュ

レーション１の転入者数・転出者数が同数となり移動がゼロ）を比較し、人口がど

の程度増加するかを 5 段階で評価する。 

社会増減の影響度 5 段階評価 
 
 

100％未満  ＝「１」 
100～110％ ＝「２」 
110～120％ ＝「３」 
120～130％ ＝「４」 
130%以上   ＝「５」 

出典：「地域人口減少白書（2014 年－2018 年）」 

 

（３）将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度分析 

・ シミュレーション１及び２の 2040 年（令和 22 年）の推計値をもとに、自然増減・

社会増減の影響度を算出すると、自然増減の影響度が「３」、社会増減の影響度が「５」

となっている。 

・ この影響度により、枝幸町の将来人口には、自然増減よりも社会増減の影響が大き

く、人口減少に歯止めをかけるためには、今後、社会増をもたらすような対策が必

要となる。 

 
分類 計算方法 影響度 

自然増減の

影響度 

シミュレーション１の 2040 年（令和 22 年）の推計人口 5,275 人 

社人研の 2040 年（令和 22 年）の推計人口 4,950 人 

＝106.6％ 
３ 

社会増減の

影響度 

シミュレーション２の 2040 年（令和 22 年）の推計人口 6,915 人 

シミュレーション１の 2040 年（令和 22 年）の推計人口 5,275 人 

＝131.1％ 

５ 

 

社人研推計の総人口

シミュレーション１の総人口

違いは出生率

シミュレーション１の総人口

シミュレーション２の総人口

違いは移動率
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第３章 人口の変化が地域の将来に与える影響分析・考察 

 

１．産業及び雇用への影響 

 
（１）産業別就業人口 

① 産業別就業人口の推移 

・ 産業別就業人口をみると、男性は漁業が最も多く、次いで建設業、農業・林業とな

り、女性は製造業が最も多く、次いで、医療・福祉、卸売業・小売業となっている。

（図表 1） 

・ 産業別就業人口が多い産業に着目し、産業別の特化係数※をみると、男女とも漁業の

数値が高く、枝幸町の産業構造の特徴といえる。（図表 2） 

・ 産業別就業人口が多い産業について年齢階級別にみると、男性の漁業、製造業など

は 40 代以下が 5 割以上であるが、農業・林業では 40 代以下が約 4 割となってお

り、農業・林業では、高齢化が進んでいる。 

・ また、女性の卸売業・小売業と医療・福祉は 40 代以下が 6 割程度と高いが、農業・

林業は 40 代以下が 4 割以下となっており、高齢化が進んでいる。（図表 3） 

 

図表 1 2015 年（平成 27年）産業別就業人口と特化係数 

 
資料：国勢調査 

※産業別の特化係数は、（枝幸町の X 産業の就業者比率）÷（全国の X 産業の就業者比率）で算出され、 
１であれば全国と同様、１以上であれば枝幸町の X 産業は全国に比べて特化している。  
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図表 2 2015 年（平成 27年）産業別就業者比率 

 
資料：国勢調査 

 

図表 3 2015 年（平成 27年）主な産業の男女別年齢階級割合 

 
資料：国勢調査 

うち農業
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女性 4.84% 5.85% 20.62% 0.74% 5.34% 2.17% 5.34%

男性 1.81% 3.99% 3.55% 4.55% 5.64% 7.50% 0.20%

女性 3.07% 4.61% 14.59% 2.35% 3.79% 2.45% 0.10%

男性 2.61% 3.92% 6.20% 1.57% 7.20% 7.51% 5.66%

女性 4.94% 4.84% 22.31% 1.00% 6.84% 2.39% 5.39%

男性 0.7 1.1 0.7 5.2 0.9 1.7 0.0

女性 0.6 0.8 0.7 3.2 0.7 1.1 0.0

製造業
電気・ガス・熱

供給・水道業
農業，林業 漁業

鉱業，

採石業，

砂利採取業

建設業

全国

枝幸町

（参考）北海道

特化係数

枝幸町

（参考）北海道

特化係数

全国

枝幸町

（参考）北海道

特化係数

全国

15～29歳

11.6 

11.5 

5.3 

10.9 

5.9 

14.7 
4.6 

5.9 

8.2 

11.7 

8.7 

18.9 

9.9 

26.1 

12.2 

30～39歳

18.5 

16.5 

14.2 

16.5 

12.5 

18.1 

10.6 

13.4 

18.0 

16.8 

28.0 

14.8 

21.6 

29.6 

22.0 

40～49歳

21.3 

12.5 

17.2 

13.2 

17.8 

20.8 

17.5 

18.8 

21.3 

21.9 

15.7 

21.7 

24.5 

20.5 

27.3 

50～59歳

21.3 

22.9 

30.2 

25.0 

32.2 

16.4 

23.0 

23.8 

19.7 

20.9 

14.4 

17.5 

22.3 

14.8 

30.3 

60～69歳

20.1 

25.5 

24.9 

25.5 

23.7 

17.0 

31.3 

32.5 

27.9 

20.9 

24.5 

18.4 

18.0 

5.7 
7.9 

70歳以上

7.2 

11.1 

8.3 

9.0 

7.9 

13.0 

12.9 

5.6 

4.9 

7.7 

8.8 

8.8 

3.7 

3.4 

0.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

全体

農業，林業（男）

農業，林業（女）

うち農業（男）

うち農業（女）

漁業（男）

漁業（女）

建設業（男）

建設業（女）

製造業（男）

製造業（女）

卸売業，小売業（男）

卸売業，小売業（女）

医療，福祉（男）

医療，福祉（女）



 

21 

② 人口減少が産業別就業人口に及ぼす影響 

・ ここでは、特に就業人口が多い農業・林業、漁業、建設業、製造業および卸売業・

小売業の 2040 年（令和 22 年）の就業人口を推計する。 

・ まず、各産業の各年の就業人口割合、前年割合との差とその平均値を算出し（図表 1）、

2040 年（令和 22 年）まで、平均値のまま一定の割合で増減すると仮定し、各産

業の就業人口割合を推計すると、農業・林業が 7.8％、漁業が 19.7％、建設業が

1.2％、製造業が 19.7％、卸売業・小売業が 7.7％と見込まれる（図表 2）。 

・ ここで、2015 年（平成 27 年）の生産年齢人口に対する就業者数の割合が 2040

年（令和 22 年）まで一定と仮定すると、2015 年（平成 27 年）の生産年齢人口

（4,730 人）に対する就業者数（4,565 人）の割合は 96.5%となり、2040 年（令

和 22 年）の就業者数は、生産年齢人口(2,510 人)×96.5%で 2,422 人となる。

（図表 3） 

・ この就業者数（2,422 人）に就業人口割合見込みを乗じると、2040 年（令和 22

年）の農業・林業は 189 人、漁業は 477 人、建設業は 29 人、製造業は 477 人、

卸売業・小売業は 186 人となり、2015 年（平成 27 年）と比べ、農業・林業は

259 人減、漁業は 216 人減、建設業は 389 人減、製造業は 262 人減、卸売業・

小売業は 304 人減と見込まれる。（図表 4） 

 

図表 1 各産業の就業人口割合の推移 
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図表 2 各産業の 2040 年（令和 22年）の就業人口割合見込み 

 
 
 
 

図表 3 2040 年（令和 22年）の就業人口全体の見込み 

 
 
 
 

図表 4 各産業の 2040 年（令和 22年）の主な就業人口見込み 

  

2015年
（平成27年）

2020年
（令和2年）

2025年
（令和7年）

2030年
（令和12年）

2035年
（令和17年）

2040年
（令和22年）

農業・林業 9.8% 9.4% 9.0% 8.6% 8.2% 7.8%

漁業 15.2% 16.1% 17.0% 17.9% 18.8% 19.7%

建設業 9.2% 7.6% 6.0% 4.4% 2.8% 1.2%

製造業 16.2% 16.9% 17.6% 18.3% 19.0% 19.7%

卸売業、小売業 10.7% 10.1% 9.5% 8.9% 8.3% 7.7%

2015年（平成27年） 2040年（令和22年）

就業者数 4,565 2,422

生産年齢人口 4,730 2,510

生産年齢人口に対する
就業者数の割合

96.5%

全体 農業・林業 漁業 建設業 製造業 卸売業、小売業

就業人口割合 7.8% 19.7% 1.2% 19.7% 7.7%

就業者数 2,422 189 477 29 477 186
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（２）産業別事業所数・従業者数 

① 産業別事業所数の推移 

・ 全体の事業所数は、2012 年（平成 24 年）は 465 事業所であったが、2016 年

（平成 28 年）には 419 事業所となり、4 年間で 46 事業所が減少している。 

・ 産業別事業所数をみると、特に卸売業・小売業が大きく減少しており、2012 年（平

成 24 年）は 104 事業所であったが、2016 年（平成 28 年）は 91 事業所となり、

4 年間で 13 事業所減少しているが、農業・林業、製造業、医療・福祉、複合サー

ビス業については、増加している。 

 

図表 産業別事業所数 

 
資料：経済センサス ※件数については、会社数と個人事業所を合算  
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② 産業別従業者数の推移 

・ 全体の従業者数は、2012 年（平成 24 年）は 2,786 人であったが、2016 年（平

成 28 年）には 2,836 人となり、3 年間で 50 人（1.8%）増加している。 

・ 産業別従業者数をみると、特に建設業が大きく減少しており、2012 年（平成 24

年）は 392 人であったが、2016 年（平成 28 年）は 340 人となり、3 年間で

52 人（13.3%）減少している。一方では、製造業で 180 人程度、卸売業・小売業

で 50 人増加している。 

 

図表 産業別従業者数 

 
資料：経済センサス 
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（３）産業別売上高 

・ 町内企業の業種別の売上高をみると、製造業が 147 億 9,400 万円（44.6%）と最

も多く、次いで建設業が 73 億 2,400 万円（22.1%）、卸売業・小売業が 65 億

7,400 万円（19.8%）となっている。（図表） 

・ 今後、急速に人口が減少することにより、各産業への需要の減少も見込まれ、各産

業に大きな影響を及ぼすことが予測される。 

 

図表 2016 年（平成 28年）産業別売上高（企業単位） 

 
 

資料：平成 28 年経済センサス－活動調査 
 

※「農業・林業」「漁業」「鉱業，採石業，砂利採取業」などの売上高は、一部秘匿値となっており、 
上記に含んでいない  
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（４）産業別付加価値額 

・ 町内企業の産業別付加価値額をみると、建設業が 17 億 8,400 万円（27.3%）と

最も多く、次いで製造業が 15 億 2,900 万円（23.4％）で、卸売業・小売業が 10

億 4,600 万円（16.0%）となっている。（図表 1） 

・ 従業員 1 人当たりの産業別付加価値額をみると、建設業が 503 万８千円、運輸業、

郵便業が 353 万５千円となっている。（図表 2） 

 

図表 1 2016 年（平成 28年）産業別付加価値額（企業単位） 

 
資料：平成 28 年経済センサス－活動調査 

※「農業・林業」「漁業」「鉱業，採石業，砂利採取業」などの売上高は、一部秘匿値となっており、 
上記に含んでいない 

  ※付加価値額とは、企業が一定期間に生み出した価値、利益（営業利益に人件費などを加算） 
 

図表 2 2016 年（平成 28年）従業員 1人当たりの産業別付加価値額（企業単位） 

 
資料：地域経済分析システム（RESAS） 
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第４章 枝幸町の将来展望 

 

１．現状の課題の整理 
 

・ 枝幸町の総人口は、1960 年（昭和 35 年）以降、減少し続けている。また、1995

年（平成 7 年）には、老年人口が年少人口を上回り、2015 年（平成 27 年）には

老年人口が 3 割を超え、急速に高齢化が進んでいる。 

・ 自然増減については、1997 年（平成 9 年）以降、死亡数が出生数を上回る自然減

が続いている。また、出生数に大きく影響する 20～30 代の女性の減少に加え、15

～49 歳の男女の未婚率は上昇傾向にあり、合計特殊出生率も低下傾向にあることか

ら、出生数が伸びない状況となっている。 

・ 社会増減については、転出数が転入数を上回る社会減の状況が続いているが、転出

者数、転入者数とも減少傾向にあり、その規模は縮小しつつある。年齢階級別にみ

ると、特に進学時期にあたる 15～19 歳と 20 代の転出超過が続いている。転出・

転入の状況についてみると、札幌市と旭川市が多く、両市については 20～30 人程

度の転出超過となっている。 

 

参考資料 1：地域経済分析システム（RESAS）自然増減・社会増減の推移 

 

参考資料 2：地域経済分析システム（RESAS）年齢階級別純移動数の推移 
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   参考資料 3：地域経済分析システム（RESAS）転入数・転出数の上位地域 
 

・ 将来人口推計について、社人研の推計をみると、2040 年（令和 22 年）では、4,950

人の見込みとなる。また、この中で 20～39 歳の女性人口は 320 人となり、半分

以下に減少すると見込まれる。 

 

参考資料 4：地域経済分析システム（RESAS）人口推移 
 

・ 人口減少が地域の産業及び雇用に与える影響については、労働力人口の減少に伴い、

消費市場の縮小等が予想される。また、高齢化が進むことにより社会保障費が増加

し、歳出がさらに拡大することが予想され、財政運営は厳しくなっていく。 

 

 
参考資料 5：地域経済分析システム（RESAS）要介護（要支援）認定者数の推移【保険者単位】 
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２．目指すべき将来の方向 
 

・ 枝幸町の現状分析や課題を踏まえると、人口減少に歯止めをかけ、将来にわたり活

力あるまちを維持していくためには、社会減・自然減に対応し、安定的な人口規模

の確保や人口構造の若返りを図るとともに、子育て環境の整備や雇用の場の拡大・

創出などを総合的に取り組むことが重要となる。 

・ これらを踏まえ、枝幸町が目指すべき将来の方向として、３つの基本的視点を定め

る。 

 
 

【視点１】枝幸町への人の流れをつくり、若い世代の定住を促進する 

＜現状分析による方向性＞ 

・ 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度分析では、自然増よりも社会増の影

響が大きくなっており、社会増をもたらす転入増加対策や転出抑制対策が人口減少

の歯止めに効果的である。 

・ このことから、人口減少を抑制するために若い世代の UI ターン促進や自然豊かな枝

幸町で安心して過ごしていただくための移住による枝幸町への新たな人の流れをつ

くるとともに、次代を担う若い世代の定住を促進することとが重要である。 

 

 

【視点２】安心した結婚、出産、子育ての実現 

＜現状分析による方向性＞ 

・ 出生数に大きく影響する 20～30 代の若い世代の未婚率が高いことから、出会いの

場づくりなどにより結婚を促し、婚姻率の向上を図ることが重要となる。 

・ 人口維持水準とされる合計特殊出生率 2.07 に対し、枝幸町の合計特殊出生率は

1.51 となっており、2040 年（令和 22 年）には、年少人口が半減以下になること

が見込まれる。このようなことから、長期的な人口の減少に歯止めをかけるために

も、合計特殊出生率の向上を図る必要がある。 

 

 

【視点３】豊かな地域資源を活用し安定した雇用をつくる 

＜現状分析による方向性＞ 

・ 枝幸町は豊かな水産資源を有したオホーツク海に面し、サケ、ホタテ、毛ガニなど

の水産業と良質な牛乳を生産する酪農が基幹産業であり、これらを中心とした産業

振興により安定した雇用の確保・充実が重要となる。 

・ また、【視点１】に示したように、今後は、転入増加対策をさらに強化することが重

要であり、そのためには新たな産業の創設による雇用拡大が必要である。 
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３．人口の将来展望 
今後、視点１から３に基づく施策を展開し、推計する枝幸町の将来人口を目指す。 

 

①  合計特殊出生率 1.51 を 2040 年（令和 22 年）までに 2.07 に上昇させる

ことを目指す 

・ 国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」では、2030 年（令和 12 年）に合

計特殊出生率を 1.8、2040 年（令和 22 年）に 2.07（人口置換水準）にさせるこ

とを目標としている。 

・ そこで、枝幸町においても、『【視点２】安心した結婚、出産、子育ての実現』に係

る様々な取り組みを通して、現行の 1.51 を段階的に上昇させ、2030 年（令和 12

年）に 1.8、2040 年（令和 22 年）に 2.07 を達成することを目指す。 

 
② 転入促進と転出抑制を図り、転入出の均衡を目指す 

・ 転出者数が転入者数を上回る社会減が続いているが、転出者数、転入者数とも減少

傾向にあり、その規模は縮小しつつある。 

・ そこで、『【視点１】枝幸町への人の流れをつくり、若い世代の定住を促進する』や

『【視点３】豊かな地域資源を活用し安定した雇用をつくる』に係る様々な取り組み

を通して、転入促進策と転出抑制策を積極的に講じることで、第１期総合戦略の目

標年である 2020 年（令和 2 年）以降転入出の均衡を目指す。 

 
上記の目標を達成することで、枝幸町における 2060 年（令和 42 年）の総人口

は、5,290 人で、社人研推計 2,929 人と比較し、2,361 人の増加が見込まれる。 

また、社人研の推計では 2060 年（令和 42 年）の高齢化率が 44.4％まで上昇

する見込みとなっているが、目標達成により 34.8％まで抑制することが見込まれる。 

 

図表 1 人口の将来展望 

 

2015年
（平成27）

2020年
（令和2）

2025年
（令和7）

2030年
（令和12）

2035年
（令和17)

2040年
（令和22）

2045年
（令和27）

2050年
（令和32）

2055年
（令和37）

2060年
（令和42）

総人口 8,437 7,695 6,967 6,266 5,591 4,950 4,364 3,840 3,365 2,929

990 837 689 588 493 416 356 302 252 209

11.7% 10.9% 9.9% 9.4% 8.8% 8.4% 8.2% 7.9% 7.5% 7.1%

4,730 4,123 3,690 3,271 2,928 2,510 2,113 1,845 1,629 1,421

56.1% 53.6% 53.0% 52.2% 52.4% 50.7% 48.4% 48.0% 48.4% 48.5%

2,717 2,735 2,588 2,407 2,170 2,024 1,895 1,693 1,484 1,299

32.2% 35.5% 37.1% 38.4% 38.8% 40.9% 43.4% 44.1% 44.1% 44.4%

総人口 8,437 7,735 7,425 7,082 6,732 6,386 6,064 5,784 5,529 5,290

990 877 813 798 781 779 792 802 796 786

11.7% 11.3% 11.0% 11.3% 11.6% 12.2% 13.0% 13.9% 14.4% 14.9%

4,730 4,123 3,892 3,626 3,428 3,131 2,854 2,739 2,692 2,662

56.1% 53.3% 52.4% 51.2% 50.9% 49.0% 47.1% 47.3% 48.7% 50.3%

2,717 2,735 2,720 2,658 2,523 2,476 2,418 2,243 2,041 1,842

32.2% 35.4% 36.6% 37.5% 37.5% 38.8% 39.9% 38.8% 36.9% 34.8%

将
来
展
望

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳以上）

社
人
研
推
計

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳以上）
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図表 2 人口の将来展望 

 

 

図表 3 高齢化率の長期的な見通し 
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